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見附市における人事行政の運営等の状況について  

 

 

地方公務員法の規定により地方公共団体の職員の任用、給与、服務や勤

務条件など人事行政の運営等の状況について、その公平性と透明性を高め

るために、公表することが義務付けられています。  

見附市においても、「見附市人事行政の運営等の状況の公表に関する条

例」に基づき、平成３０年度の人事行政の運営等の状況を次のとおり公表

します。  

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

  (1) 職種別採用者数          (単位：人)  

区 分 

平成３０年度 平成３１年度 

４月１日 

採用者数 

４月１日 

採用者数 

試験 選考 試験 選考 

一般事務職員 ５ １※ ７ １※ 

技術職員   ２  

技能労務職員     

保育士     

消防職員 1  1  

保健師 ２  １  

医師   １  

医療技術職員 ４  ３  

看護師 ５  ７  

介護福祉士 1    

計 １８ １  ２２ １  

            ※県教育委員会からの転任 

 

 (2) 平成３０年度事由別退職者数     (単位：人)  

事  由 退職者数 

定年退職 ５ 

勧奨退職 ０ 

自己都合退職 １６ 

死亡退職 ０ 

県教育委員会へ転任 １ 

       計 ２２ 
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  (3) 職員数の状況                  (単位：人)  

区 分 男 女 計 

平成３０年４月１日現在 ２６３ ２２５ ４８８ 

平成３１年４月１日現在 ２６７ ２２３ ４９０ 

対前年増減数  ４    △２   ２ 

  

(4) 部門別職員数の状況  

区 分  

部 門  

職  員  数  対前年  

増減数  平成３０年  平成３１年  

普
通
会
計
部
門  

一
般
行
政
部
門 

議  会  
総務企画  
税  務  
民  生  
衛  生  
労  働  
農林水産  
商  工  
土  木  

４  
７１  
１９  
６３  
１９  

０  
１２  

９  
２０  

４  
７４  
１８  
６０  
１９  

０  
１２  

９  
２０  

０  
３  

△１  
△３  

０  
０  
０  
０  
０  

計  ２１７  ２１６  △１  

教育部門  
消防部門  

２７  
５６  

２８  
５６  

１  
０  

小  計  ３００  ３００  ０  

 
 

会
計
部
門 

公
営
企
業
等 

病  院  
ガス水道  
下  水  道  
そ  の  他  

１３４  
２８  
１２  
１４  

１３５  
２９  
１２  
１４  

１  
１  
０  
０  

小  計  １８８  １９０  ２  

合  計  
４８８  ４９０  ２  

[５３８ ] [５３８ ]  

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

  ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

（1）人事考課制度の状況（平成３０年度） 

考課の種類 

（対象者数） 
評価基準日 

評定結果 

5 4 3.5 3 2 1 

能 力（463 人） 平成 30 年 12 月 1 日 0.0% 14.6% 25.8% 58.3% 1.1% 0.2% 

業 績（455 人） 平成 31 年 3 月 1 日 0.2% 25.0% ― 73.5% 0.9% 0.4% 
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３ 職員の給与の状況 

(1) 給料等の状況       （各年度 4 月 1 日現在） 

区 分 
平成３０年度 平成３１年度 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

一般行政職 312,522 円 42.1 歳 315,611 円 42.4 歳 

技能労務職 299,700 円 53.3 歳 302,750 円 53.4 歳 

 

(2) 初任給の状況                   （各年度 4 月 1 日現在） 

区  分 

平成３０年度 平成３１年度 

初任給 
採用２年経過日 

給料月額 
初任給 

採用２年経過日 

給料月額 

一般行政職 
大学卒 179,200 円 191,100 円 180,700 円 192,400 円 

高校卒 147,100 円 155,500 円 148,600 円 157,000 円 

技能労務職 高校卒 140,400 円 148,100 円 141,900 円 149,600 円 

 ※ 初任給は、学校卒業後すぐに採用された場合の月額です。 

  

(3) 手当の状況 

・期末勤勉手当 

1 人当たり平均支給額（平成３０年度決算）  

                ７０２千円  

 （平成３０年度支給割合） [ ]は再任用職員  

        期末手当             勤勉手当  

   ２．６月分 [１．４５月 ]      １．８５月分 [０．９月分 ] 

 （加算措置の状況）  

職制上の段階、職務の級等による加算措置  

・役職加算  ５％～１５％  

 

・特殊勤務手当（平成３０年４月１日現在）  

 支給実績（平成３０年度決算・病院事業会計は除く）  ３，６５０千円  

 支給職員１人当たり平均支給年額  

（平成３０年度決算・病院事業会計は除く）  
４８，０３１円  

 職員全体に占める手当支給職員の割合  

（平成３０年度・病院事業会計は除く）  
２０．７  ％  

 手当の種類（手当数）  １５  

手当の名称  主な支給対象職員  
左記職員に対する  

支給単価  

徴収手当  訪問徴収事務従事者  日額  ３００円  

防疫作業手当  伝染病防疫作業又は散布従事者  日額  ３００円  

行路死病人手当  行路死病人の取扱作業従事者  日額  ２，５００円  

廃棄物作業手当  

廃棄物収集処理作業従事者  日額  ４００円  

犬猫等の死体処理作業  １件  ２００円  
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手当の名称  主な支給対象職員  
左記職員に対する  

支給単価  

消防手当  消防署勤務職員  月額  ３，５００円  

救急出動手当  救急業務に出動した職員  １回  １５０円  

道 路 上 ・ 特 殊 現 場

作業手当  

道路維持修繕・除雪、著しく危険な遺跡発掘

作業  
日額  ３００円  

夜間看護等手当  

正規の勤務時間の一部又は全部が深夜にお

いて行われる業務に従事した病院等勤務職

員  

１回  

6ｈ～   7,300 円  

4～ 6ｈ  3,550 円  

2～ 4ｈ  3,100 円  

2ｈ未満 2,150 円  

診療手当  診療業務に従事する医師  月額  

①職区分  

150,000～  

  270,000 円  

②経験区分  

50,000～  

  130,000 円  

緊急出動手当  
勤務時間外に緊急業務で呼出された病院等

勤務職員  
１回  

５００円  

深夜の場合は  

１，０００円  

待機手当  
正規の勤務時間外に緊急業務に対応するた

めに待機を命ぜられた病院等勤務職員  
１回  ２，９００円  

道 路 上 ・ 特 殊 現 場

作業手当  

道路埋設物の維持修繕又は爆発の危険があ

るガス漏れ処理に従事したガス上下水道局

職員  

日額  ３００円  

保安手当  
水道及びガス工作物の保安確保のための自

宅待機を命ぜられたガス上下水道局職員  
１回  

１，２００円  

深夜の場合は  

１，０００円  

選任技術者手当  
ガス主任技術者又は電気主任技術者として

選任されたガス上下水道局職員  
月額  １，５００円  

徴 収 ・ 滞 納 整 理 手

当  

未納のガス水道使用料の訪問徴収、滞納者

の使用停止作業従事したガス上下水道局職

員  

日額  ３００円  

 

 

・時間外勤務手当 

平成３０年度決算  
支  給  実  績  182,516 千円  

職員１人当たり平均支給年額  443,000 円  

平成２９年度決算  
支  給  実  績  195,355 千円  

職員１人当たり平均支給年額  483,552 円  
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 ・その他の主な手当（平成３０年４月１日現在） 

手 当 名  内容及び支給単価  

扶養手当  

・配偶者                 月額 6,500 円  

・配偶者以外の扶養親族      子   :月額  10,000 円    

父母等 :月額   6,500 円  

・満 16 歳の年度初から満 22 歳の年度末までの子に加算    月額 5,000 円  

住居手当  

・借家、借間  

月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に対し、負担している家賃額

に応じて最高 27,000 円まで支給  

通勤手当  

･交通機関利用者（電車･バス利用者）  

 負担している運賃の額に応じて月額最高 55,000 円まで支給  

･交通用具使用者 (自動車等使用者）  

 片道の通勤距離に応じて月額 2,000 円から最高 31,600 円まで支給  

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 (1) 勤務時間、休憩・休息時間の状況（平成３０年４月１日現在） 

区 分 
勤務時間 

休憩･休息時間 
始業時刻 終業時刻 

一般行政職 午前８時３０分 午後５時１５分 
休憩時間 

午後０時 ～ 午後１時 

 

(2) 休暇の取得状況（平成３０年１月１日～平成３０年１２月３１日） 

 

 

(3) 休暇の種類（平成３０年４月１日現在） 

種  類 取得可能期間等 

年次有給休暇 1 年につき 20 日付与(翌年に 20 日を限度に繰越) 

療養休暇 
療養のため勤務しないことがやむを得ないと認めら

れる最小限度の期間 

特 

別 

休 

暇 

①選挙権等行使 その都度必要とする期間 

②証人等としての出頭 その都度必要とする期間 

③産前休暇 出産予定日まで 6 週間（多胎妊娠は 14 週間） 

④妊産婦の健診休暇 法定健診時等に必要な期間 

⑤妊婦の通勤緩和措置 1 日につき 1 時間を超えない範囲で必要とする時間 

⑥産後休暇 出産日の翌日から 8 週間 

⑦生理休暇 連続する 2 日以内で必要とする期間 

種 類 取 得 実 績 

年 次 休 暇 平均 9.4 日 

療 養 休 暇 取得件数 44 件・平均 26.0 日 

介 護 休 暇 取得件数 1 件・ 平均 34.0 日 
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種  類 取得可能期間等 

⑧保育時間 子が 1 歳に達するまで 1 日 2 回各 30 分 

⑨骨髄ドナー休暇 その都度必要とする期間 

⑩ボランティア休暇 1 年につき 5 日の範囲内で必要とする期間 

⑪結婚休暇 連続する 5 日以内で必要とする期間 

⑫配偶者出産休暇 配偶者の出産に際し 2 日以内で必要な期間 

⑬育児参加休暇 配偶者の出産に伴い 5 日以内で必要な期間 

⑭子の看護休暇 

小学校就学の始期に達するまでの子の看護に伴い

１年につき 5 日以内（子が 2 人以上の場合は 10

日） 

⑮短期介護休暇 
親族の介護に伴い１年につき 5 日以内（要介護者

が 2 人以上の場合は 10 日） 

⑯忌引休暇 親族に応じた日数で 10 日まで 

⑰父母の法要 1 日（父母の死後 15 年まで） 

⑱夏季休暇 6 月から 9 月までの間において、4 日間 

⑲天災被災住居復旧 被災住居の復旧に際し、7 日間まで 

⑳災害時の通勤障害 出退勤途上の危険回避に際し、必要とする期間 

介護休暇 
親族を介護する職員に、連続する 2 週間以上 6 月以

内の期間 

介護時間 
親族を介護する職員に、連続する３年以内で１日に

つき 2 時間以内 

組合休暇 
登録職員団体の業務に従事する場合に、1 の年につき

30 日以内 

育児休業 

育児休業 子の 3 歳の誕生日の前日まで 

部分休業 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合

で、1 日 2 時間を超えない範囲内で必要とされる時間 

育児短時間勤務 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合

で、1 週間のうち週 19 時間 25 分から 24 時間 35 分ま

での範囲内で勤務。 

自己啓発等休業 

大学等における課程の履修または国際貢献活動のた

めの休業 

 ①大学等における課程の履修   ２年 

 ②大学院における課程の履修   ３年 

③国際貢献活動を行う場合    ３年 

 

５ 職員の休業に関する状況 

（1）育児休業等の取得状況 

種   類 取 得 実 績 

育児休業 

平成 29 年度以前からの継続取得 取得件数 12 件（男 0 人・女 12 人） 

平成 30 年度新規取得 取得件数 10 件（男 1 人・女 9 人） 

部 分 休 業 取得件数 10 件（男 0 人・女 10 人） 

育児短時間勤務 取得件数 2 件（男 0 人・女 2 人） 
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６ 職員の分限及び懲戒処分の状況（平成３０年度） 

(1) 分限処分の件数及び処分事由 

 休職 ６人（心身の故障） 

(2) 懲戒処分の件数及び処分事由（平成３０年度） 

 平成３０年度において、処分を受けた職員はいなかった。 

 

７ 職員の服務の状況（平成３０年度） 

(1) 営利企業等の従事許可の事由別人数 

 営利企業の従事許可人数 ２８人 

 

８ 職員の退職管理の状況 

見附市職員の退職管理に関する規則を制定し、退職管理に必要な事項を 

定めている。 

 

９ 職員の研修の状況（平成３０年度） 

・新潟県自治研修所主催研修 

研  修  名 日 数 回 数 受講者数 

主任・主査研修 ３日 ２回 ６人 

係長研修 ２日 ８回 ８人 

課長補佐級研修 ２日 ３回 ３人 

法制執務 ３日 1 回 ３人 

民法(債権法) ２日 １回 １人 

会社法入門 １日 １回 １人 

データの基礎と情報分析 １日 １回 1 人 

マニュアルの作り方 １日 １回 １人 

 

・市町村総合事務組合主催研修 

研  修  名 日 数 回 数 受講者数 

新採用職員研修 ４日 １回 ６人 

一般職員研修第１部 ３日 ２回 ７人 

一般職員研修第２部 ３日 ２回 ５人 

税務事務基礎研修 ３日 １回 ３人 

徴収事務基礎研修 ２日 １回 １人 

市町村民税事務基礎研修１コース ２日 １回 ３人 

市町村民税事務基礎研修２コース ２日 １回 １人 

固定資産税事務基礎研修１コース ２日 １回 １人 

固定資産税事務基礎研修２コース ２日 １回 ２人 

住民協働研修 ２日 １回 ２人 

データ活用力向上研修 １日 １回 ３人 

説明力向上研修 １日 １回 １人 

女性職員のキャリアアップ研修 １日 １回 １人 

行政ＰＲスキルアップ研修 １日 １回 １人 
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・市独自研修及びその他の研修（※臨時・非常勤職員を含む） 

研  修  名 日 数 回 数 受講者数 

地方自治法研修講師養成講座 １１日 １回 １人 

職員国内研修（先進自治体視察） ２日 １回 ５人 

新採用職員研修 ２日 １回 １７人 

新任係長研修 ０．５日 １回 ６人 

新採用職員フォローアップ研修 ０．５日 １回 ４人 

タイムマネジメント研修 ０．５日 ２回 １１０人 

公務員倫理研修 ０．５日 ２回 １０２人 

こころの健康づくり研修会 ０．５日 １回 ２７人 

健幸アンバサダー 

フォローアップ研修 
０．５日 １回 ９５人 

広報の基本を学ぶ講演会 ０．５日 １回 ４６人 

公務員リノベーションスクール ３日 １回 ４人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況（平成３０年度） 

(1) 健康診断の実施状況（病院職員除く） 

区分 受診者数 

市職員定期検診 １６３人 

人間ドック(共済) １５８人 

 

(2) 公務災害及び通勤災害の発生件数 

区   分 災害件数 

公 務 災 害 ５件 

通 勤 災 害 １件 

 

１１ 公平委員会の業務の状況（平成３０年度） 

 (1) 措置要求の件数及び内容 

         要求件数  ０件 

 (2) 職員に対する不利益処分についての審査請求の状況 

         請求件数  ０件 

 


